平成１４年度第２回　アナログ１種　法規科目


  端 末 設 備 の 接 続 に 関 す る 法 規  
第１問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「電気通信事業法」及び「電気通信事業法施工規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小計２０点）

　（１）　次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　専用通信回線とは、利用者（電気通信事業者との間に電気通信役務の提供を受ける契約を締結する者をいう。以下同じ。）が指定する区間において電気通信事業者が設定する電気通信回線であって、専ら当該利用者の用に供するものをいう。

　　　　Ｂ　公衆通信回線設備とは、第一種電気通信事業者が設置する電気通信回線設備であって、交換設備を含むものをいう。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


（２）　電気通信事業者は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるときは、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信を優先的に取り扱わなければならない。公共の利益のため緊急に行うことを要するその他の通信であって総務省令で定めるものについても、同様とする。

　　　　上記の場合において、電気通信事業者は、（　イ　）　　　　　　　　　　　　　　（４点）

	　①　必要があるときは、総務省令で定める基準に従い、電気通信業務の一部を停止することができる

　②　緊急に行うことを要する通信の確保のため、総務大臣の許可を得て電気通信業務の一部を停止することができる

　③　総務大臣の命令により、いつでも電気通信業務の一部を停止しなければならない

　④　緊急に行うことを要する通信の確保のため、電気通信業務の一部を停止した場合は、停止した日から７日以内に、その概要を総務大臣に報告しなければならない


　（３）　次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　第一種電気通信事業者を営もうとする者は、総務大臣の許可を受けなければならない。

　　　　Ｂ　特別第二種電気通信事業を営もうとする者は、所定の事項を記載した書類を添えて、総務大臣に届け出なければならない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（４）　次の二つの記述は、（　エ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　特別第二種電気通信事業は、電気通信設備（専ら符号又は影像を伝送するためのものとして総務省令で定めるものを除く。）を特定の者の通信の用に供する第二種電気通信事業である。

　　　　Ｂ　一般第二種電気通信事業者には、本邦外の場所との間の通信を行うための電気通信設備を他の通信の用に供する事業が含まれる。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（５）　次の二つの記述は、（　オ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　端末設備とは、電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であって、一の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一の建物内又は同一の室内であるもののみをいう。

　　　　Ｂ　自営電気通信設備とは、第一種電気通信事業者以外の者が設置する電気通信設備であって、端末設備以外のものをいう。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


第２問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「工事担任者規則」及び「端末機器の技術基準適合認定及び設計についての認証に関する規則」（これらに基づく告示を含む。）並びに「有線電気通信法」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小計２０点）

　（１）　次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　指定認定機関（総務大臣が技術基準適合認定を行わせるために指定した者をいう。）が技術基準及び技術的条件に適合していると認定した端末機器をプラグジャック方式により電気通信回線設備に接続するときは、工事担任者を要しない。

　　　　Ｂ　技術基準適合認定を受けていない端末機器をアダプタ式ジャック方式により電気通信回線設備に接続するときは、工事担任者を要する。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（２）　次の二つの記述は、（　イ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　アナログ第１種工事担任者は、自営電気通信設備に収容される電気通信回線の数が５０であって内線の数が４５０のものをアナログ伝送路設備に接続するための工事を行い、又は監督することができる。

　　　　Ｂ　アナログ第２種工事担任者は、端末設備等に収容される電気通信回線の数が５０であって内線の数が２００のものをアナログ伝送路設備に接続するための工事を行うこと、又は監督することができない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（３）　次に二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　工事担任者は、氏名に変更を生じたときは、所定の様式の申請書に当該資格者証及び変更の事実を証明する書類を添えて総務大臣に提出し、資格者証の再交付を受けなければならない。

　　　　Ｂ　工事担任者資格者証の返納を命ぜられた者は、その処分を受けた日から７日以内にその資格者証を総務大臣に返納しなければならない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（４）　電話用設備に接続される端末機器のうち、技術基準適合認定の対象となるものとして挙げた次の二つの機器は、（　エ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　変復調装置

　　　　Ｂ　画像蓄積処理装置

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（５）　総務大臣は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるときは、有線電気通信設備を設置した者に対し、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保若しくは秩序の維持のために必要な通信を行い、又はこれらの通信を行うため（　オ　）を命ずることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

	　①　臨時電話、臨時公衆電話等を設置し、運用すべきこと

　②　臨時の有線電気通信設備を設置し、運用すべきこと

　③　一般加入電話回線等の利用規制及び重要電話回線等の優先的な接続をすべきこと

　④　その有線電気通信設備を他の者に使用させ、若しくはこれを他の有線電気通信設備に接続すべきこと


第３問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「端末設備等規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　（小計２０点）

　（１）　次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　アナログ電話端末とは、端末設備であって、アナログ電話用設備に接続される点において２線式の接続形式で接続されるものをいう。

　　　　Ｂ　電話用設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であって、主として音響又は影像を統合して伝送交換することを目的とする電気通信役務の用に供するものをいう。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　

（２）　責任の分界及に関する次の二つの記述は、（　イ　）。　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　利用者の接続する端末設備は、事業用電気通信設備との責任の分界を明確にするため、事業用電気通信との間に停電対策設備が設けられなければならない。

　　　　Ｂ　分界点における接続の方式は、第一種電気通信事業者が別に告示するもの又は端末設備を電気通信回線ごとに事業用電気通信設備から容易に切り離せるものでなければならない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（３）　次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　端末設備は、自営電気通信設備から漏えいする通信の内容を容易に照合する機能を有してはならない。

　　　　Ｂ　端末設備は、事業用電気通信設備との間で鳴音（電気的又は音響的結合により生ずる発振状態をいう。）を発生することを防止するために総務大臣が別に告示する条件を満たすものでなければならない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（４）　端末設備内において電波を使用する端末設備は、総務大臣が別に告示するものを除き、使用する電波の周波数が空き状態であるかどうかについて、総務大臣が別に告示するところにより判定を行い、空き状態である場合にのみ（　エ　）ものでなければならない。　　　（４点）

	　①　通信の終了を認識する　　②　直流回路を開く

　③　通信路を設定する　　　　④　電源回路を接続する


　（５）　利用者が端末設備を事業用電気通信設備に接続する際に使用する線路及び保安器その他の機器（以下「配線設備等」という。）を設置する場合、配線設備等と強電流電線との関係については、（　オ　）の規定に適合するものでなければならない。ただし、事業用電気通信設備を損傷し、又はその機能に障害を与えないようにするため、総務大臣が別に告示するところにより配線設備等の設置方法を定める場合にあっては、その方法によるものとする。

	　①　工事担任者規則　　　　　　②　事業用電気通信設備規則

　③　電気通信事業法施工規則　　④　有線電気通信設備令


第４問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「端末設備等規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　（小計２０点）

　（１）　アナログ電話端末基本的機能及び発信に関する次の二つの記述は、（　ア　）。　　（４点）

　　　　Ａ　アナログ電話端末の直流回路は、発信又は応答を行うときに開き、通信が終了したとき閉じるものでなければならない。

　　　　Ｂ　自動的に選択信号を送出する場合にあっては、直流回路を開いてから２秒以上経過後に選択信号の送出を開始するものでなければならない。ただし、電気通信回線からの発信音又はこれに相当する可聴音を確認した後に選択信号を送出する場合にあっては、この限りでない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（２）　アナログ電話端末の直流回路の電気的条件に関する次の二つの記述は、（　イ　）。　（４点）

　　　　Ａ　直流回路を開いているときの直流回路の直流抵抗値は、１メガオーム以上でなければならない。

　　　　Ｂ　直流回路を閉じているときのダイヤルパルスによる選択信号送出時における直流回路の静電容量は、３マイクロファラド以上でなければならない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（３）　アナログ電話端末の選択信号が２０パルス毎秒方式のダイヤルパルスの信号である場合、その信号のミニマムポーズは、（　ウ　）ミリ秒以上でなければならない。　　　　　　（４点）

	　①　６０　　②　１２０　　③　２５０　　④　４５０　　⑤　６００　　


　（４）　通話の用に供しないアナログ電話端末にあっては、４キロヘルツから８キロヘルツまでの不要送出レベルは、（　エ　）ｄＢｍ以下でなければならない。（ｄＢｍは、絶対レベルを表す単位とする。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

	　①　－６５　　②　－４０　　③　－２０　　④　－１０　　⑤　－５　　


　（５）　移動電話端末の基本的機能に関する次の二つの記述は、（　オ　）。　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　通信を終了する場合にあっては、通話チャネルのみを切断する信号を送出するものでなければならない。

　　　　Ｂ　応答を行う場合にあっては、応答を確認する信号を送出するものでなければならない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


第５問　次の各文章の（　　）内に。それぞれの解答群の中から、「有線電気通信設備令」及び「有線電気通信設備令施工規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小計２０点）

　（１）　電線とは、有線電気通信（送信の場所と受信の場所との間の線条その他の導体を利用して、電磁的方式により信号を行うことを含む。）を行うための導体（絶縁物又は保護物で被覆されている場合は、これらの物を含む。）であって、（　ア　）以外のものをいう。　　　（４点）

	　①　強電流電線に重畳される通信回線に係るもの　　②　屋内に布設されるもの

　③　光ファイバケーブル　　　　　　　　　　　　　④　同軸ケーブル


　（２）　次の記述は、（　イ　）が正しい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

	　①　絶縁電線とは、絶縁物及び保護物で被覆されている電線をいう。

　②　強電流電線とは、強電流電気の伝送を行うための導体のほか、つり線、支線、電柱などの工作物を含めたものをいう。

　③　ケーブルとは、光ファイバ並びに光ファイバ以外の絶縁物及び保護物で被覆されている電線をいう。

　④　平衡度とは、通信回線の送端の一点と大地との間に起電力を加えた場合におけるこれらの間に生ずる電圧と通信回線の端子間に生ずる電圧との比をデシベルで表したものをいう。


　（３）　次の二つの記述は、（　ウ　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　通信回線（導体が光ファイバであるものを除く。）の平衡度は、１，０００ヘルツの交流において５８デシベル以上でなければならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

　　　　Ｂ　通信回線（導体が光ファイバであるものを除く。）の電力は、絶対レベルで表した値で、その周波数が音声周波であるときは、プラス１０デシベル以下、高周波であるときは、プラス２０デシベル以下でなければならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　（４）　次の二つの記述は、（　エ　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　屋内電線（光ファイバを除く。）と大地との間及び屋内電線相互間の絶縁抵抗は、直流１００ボルトの電圧で測定した値で、１メグオーム以上でなければならない。

　　　　Ｂ　架空電線は、架空強電流電線との垂直距離がその架空電線又は架空強電流電線の支持物のうちいずれか低いものの高さに相当する距離以下となるときは、総務省令で定めるところによらなければ、設置してはならない。

	①　Ａのみ正しい　　②　Ｂのみ正しい　　③　ＡもＢも正しい　　④　ＡもＢも正しくない


　　　　　　　　　　　　　　（注）　記述中の「メグオーム」は、「メガオーム」と同じ単位である。

　（５）　屋内電線と高圧の屋内強電流電線とが有線電気通信設備令に規定する距離以内に接近する場合には、屋内電線は、屋内強電流電線との離隔距離が１５センチメートル以上となるように設置しなければならない。ただし、屋内強電流電線が強電流ケーブルであるときは、離隔距離を１５センチメートル以上としなくてもよい場合が二つある。その二つとは、（　オ　）である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

　　　　Ａ　屋内電線と屋内強電流電線との間に絶縁性の隔壁を設置するとき。

　　　　Ｂ　屋内電線と屋内強電流電線との間に耐火性のある堅ろうな隔壁を設けるとき。

　　　　Ｃ　屋内強電流電線を耐火性のある堅ろうな管に収めて設置するとき。

　　　　Ｄ　屋内強電流電線を絶縁管に収めて設置するとき。

	　①　ＡとＢ　　②　ＡとＣ　　③　ＡとＤ

　④　ＢとＣ　　⑤　ＢとＤ　　⑥　ＣとＤ


解答

第１問（ア）③　（イ）①　（ウ）①　（エ）④　（オ）②

第２問（ア）③　（イ）①　（ウ）④　（エ）③　（オ）④

第３問（ア）①　（イ）④　（ウ）②　（エ）③　（オ）④

第４問（ア）④　（イ）①　（ウ）④　（エ）③　（オ）②

第５問（ア）①　（イ）③　（ウ）②　（エ）①　（オ）④

